
（単位：百万円）

金   額 金   額

11,306 3,717

11,306 37

274 62

17 16

112 61

18 3,458

125 65

48 16

46 66

2 6

1

1 3,791

75

5,000

2,916

1,630

1,286

1,286

7,916

7,916

11,707 11,707

資 本 金

（純資産の部）

役 員 賞 与 引 当 金

負 債 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

利 益 準 備 金

純 資 産 の 部 合 計

第 ２０ 期 中 間 決 算 公 告

2019年11月28日

中 間 貸 借 対 照 表 (2019年9月30日現在）

科 目

東京都中央区日本橋室町二丁目4番3号
新生信託銀行株式会社
代表取締役社長　久保　貴裕

科 目

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 資 産

未 収 収 益

未 払 金

前 受 収 益

預 り 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他 負 債現 金 預 け 金

（負債の部）（資産の部）

そ の 他 の 負 債

預 け 金

未 払 費 用

有 形 固 定 資 産

建 物

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
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（単位：百万円）

925

907

3

預 け 金 利 息 3

そ の 他 の 受 入 利 息 0

14

そ の 他 の 役 務 収 益 14

610

31

支 払 為 替 手 数 料 0

そ の 他 の 役 務 費 用 30

0

外 国 為 替 売 買 損 0

578

0

そ の 他 の 経 常 費 用 0

314

3

3

311

68

26

95

216

役 務 取 引 等 収 益

経 常 費 用

中 間 損 益 計 算 書　　　　　　　　　　　　　

金 額

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

科 目

特 別 損 失

減 損 損 失

中 間 純 利 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

営 業 経 費

経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 引 前 中 間 純 利 益

2019年4月 1日から 
2019年9月30日まで 
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（単位：百万円）

純資産

利益準備金 株主資本
合計

合計 合計

当期首残高 5,000 1,630 1,069 2,699 7,699 7,699

当中間期変動額

　　　中間純利益 216 216 216 216

当中間期変動額合計 - - 216 216 216 216

当中間期末残高 5,000 1,630 1,286 2,916 7,916 7,916

　　　　　　　　中間株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

利益剰余金

その他
利益剰余金

利益剰余金

繰越利益
剰余金

2019年 4月 1日から 
2019年 9月30日まで 
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
 
重要な会計方針 
 

１. 固定資産の減価償却の方法 
（1） 有形固定資産 

有形固定資産は、建物については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用し、年間減価償却費

見積額を期間により按分し計上しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
    建物 8 年から 18 年 
    その他の有形固定資産 4 年から 20 年 

（2） 無形固定資産 
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（5 年）に基づいて償却しております。 
 

２. 引当金の計上基準 
（1） 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上することとしております。 
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士

協会銀行等監査特別委員会報告第 4 号 平成 24 年 7 月 4 日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す

る債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等

に基づき計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質

破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除した残額を計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し

ております。なお、当中間期の計上額はありません。 
（2） 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に

帰属する額を計上しております。 
（3） 役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に

帰属する額を計上しております。 
 

３. 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

４. 連結納税制度の適用 
当社は株式会社新生銀行を連結納税親会社として連結納税制度を適用しております。 
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注記事項 
 
（中間貸借対照表関係） 
 

１．その他の資産には、保証金 35 百万円及び敷金 90 百万円が含まれております。 
また、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 2 条により準用される信託業法第 11 条の営業保証金供託義

務並びに宅地建物取引業法第 25 条の営業保証金供託義務に基づき、保証金のうち、35 百万円を供託しております。 
２．有形固定資産の減価償却累計額  68 百万円 
３．銀行法第 18 条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445 条第 4 項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該

剰余金の配当により減少する剰余金の額に 5分の 1を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上してお

ります。 
当中間期における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額はありません。 

４．銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準） 218.99％ 
 

 
 
 
（中間損益計算書関係） 
 
減損損失に関する事項 

  以下の資産について減損損失を計上しております。 
 
 （1）減損損失を認識した資産グループの概要と減損損失の金額 
                                                                               (単位:百万円) 

場所 用途 種類 金額 

東京都 システム関連資産 ソフトウェア 3 

 

 （2）資産のグルーピングの方法と減損損失の認識に至った経緯 
 当社は管理会計上、法人を主たる顧客とする信託ビジネスと個人を顧客とする信託ビジネス（以下、リテール事業） 
の２つに区分しており、当該区分を考慮して資産グループを決定しております。 

  リテール事業に係るシステム関連資産については、当該資産の経済的耐用年数期間内におけるリテール事業に係る将 
来キャッシュ・フローがマイナスとなることが見込まれることから、回収可能価額を零として帳簿価額全額を減損して 

   おります。 
 
 
 
（中間株主資本等変動計算書関係） 
 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 
（単位：千株） 

 当事業年度期首 
株式数 

当中間会計期間 
増加株式数 

当中間会計期間 
減少株式数 

当中間会計期間 
末株式数 

摘要 

発行済株式      
普通株式 100 － － 100 － 

合計 100 － － 100 － 
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（金融商品関係） 
 

金融商品の時価等に関する事項 
当中間期末における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 
 中間貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金預け金 
    預け金 

 
11,306      

 
11,306      

 
－ 

(2) その他資産 
    未収入金 

 
18      

 
18      

 
－ 

資産計 11,324      11,324      － 
(1) その他負債 
    預り金 

 
     3,458      

 
    3,458      

 
－ 

負債計 3,458      3,458      － 
 
 

（注）金融商品の時価の算定方法 
 
資産 

（1）現金預け金 
これらはすべて満期のない預け金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とみ

なしております。 
 

（2）その他資産 
未収入金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時

価とみなしております。 
 

負債 
（1）その他負債 

預り金については、当中間期末に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 
 
 
 
（税効果会計関係） 
 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 
 

繰延税金資産   
 減損損失 26 百万円 
 賞与引当金 20  
 資産除去債務 19  
 前受収益 18  
 その他 27  
繰延税金資産小計 113  
評価性引当額 △27  
繰延税金資産合計 85  
繰延税金負債   
 有形固定資産 9  
繰延税金負債合計 9  
繰延税金資産の純額 75 百万円 

 
 
 
（１株当たり情報） 
 

１株当たりの純資産額 79,160 円 06 銭 
１株当たりの中間純利益金額 2,160 円 86 銭 
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（単位：百万円）

資      産 金   額 負      債 金   額

貸 出 金 410,455 指 定 金 銭 信 託 43,131

有 価 証 券 870,460 特 定 金 銭 信 託 20,384

金 銭 債 権 927,318 金銭信託以外の金銭の信託 1,359,704

有 形 固 定 資 産 282,121 金 銭 債 権 の 信 託 120,834

無 形 固 定 資 産 2,716 土地及びその定着物の信託 296,434

そ の 他 債 権 17,037 包 括 信 託 749,744

現 金 預 け 金 80,123

合      計 2,590,233 合      計 2,590,233

（注）
　　１.　　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　２.　　元本補填契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む）については、
　　　　　取扱残高はありません。

信　託　財　産　残　高　表　（2019年9月30日現在）
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